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はじめに

　わが国の緩和ケアは 1980 年代より急速に進歩
し，がん対策基本法に代表されるように，がん患
者を中心に発展してきた。しかし，昨今，がん以
外の疾患に対しての緩和ケアの必要性について各
学会や行政でも議論されるようになり，がん以外
の疾患に対する緩和ケアは重要な課題の 1 つと
なっている。本稿では，がん以外の疾患に対する
緩和ケアの現状を踏まえ，今後の課題と展望につ
いて述べていきたい。

日本におけるがん以外の疾患に対する緩
和ケアの現状

　わが国における緩和ケアは，おもにがん患者を
対象として導入され，その後もがん患者を中心に
展開されてきた1）。一方，WHOによる定義では，
緩和ケアの対象はがんに限らず「生命を脅かす疾
患」とされており2），国内においても緩和ケアの
在り方について多くの議論がなされている。
　しかし実際には，わが国においてがん以外の疾
患の患者のうち，どの程度の人たちが緩和ケアを
必要としているのかは明らかではない。2015（平
成 27）年の人口動態統計によれば，年間死亡数
1,290,444 人のうち，悪性新生物による死亡数は
370,346 人（28.7%）でしかない。心疾患，呼吸
器疾患（肺炎や慢性閉塞性肺疾患），脳血管疾患，
腎不全，老衰を合わせると 571,052 人（年間死亡
者の 44.3%に相当）にのぼり，がん疾患以外で
死亡者数の約半数を占めている3）。したがって，
エンド・オブ・ライフにおいて緩和ケアを必要と
している患者は，欧米と同様にがん患者よりもが

ん以外の疾患の患者の方が多い可能性がある4）。
　それでは，がん以外の疾患の患者に対して，ど
の程度専門緩和ケアサービスが提供されているの
だろうか。日本緩和医療学会が毎年実施している
緩和ケアチーム登録の結果によれば，2015 年度
には 521 施設の緩和ケアチームが登録をしてお
り，年間の新規依頼件数は 81,296 名であった5）。
このうち，がん以外の疾患の依頼件数は 2,544 名
（3.1%）にとどまっているのが現状である（図 1）。
わが国の緩和ケアチームは，がん以外の疾患につ
いては，ほとんど支援できていないのではないだ
ろうか。さらに，緩和ケア病棟では，緩和ケア病
棟入院料の施設基準として，悪性腫瘍の患者また
は後天性免疫不全症候群に罹患している患者が入
院対象とされている。このように，がん以外の疾
患をもった患者が，病院で専門緩和ケアサービス
にアクセスすることは，ほとんどできないのがわ
が国での実情である。

3．がん以外の疾患に対する緩和ケア

図１　緩和ケアチーム登録における疾患区分5）

（ 日本緩和医療学会．緩和ケアチーム登録 ₂₀₁₅ 年緩和ケア
チーム登録解析より）
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世界の中での日本の緩和ケアの現状

　わが国の緩和ケア/エンド・オブ・ライフケア
の現状を表す 1つの資料として，英国エコノミス
ト誌の「死の質の指標 2015 年度版」が参考とな
る6）。この調査では，「緩和ケアと医療環境」「人
的資源」「ケアへの経済的負担」「ケアの質」「社
会の関与」という 5つの項目に基づいて評価され
ている。日本は前回調査された 2010 年には世界
第 23 位であったが，今回の調査では 14 位へと大
幅にランクアップしている。これはおもに，政府
主導のがん対策が進み，基本的な緩和ケアが受け
られるようになったこと，つまり，すべてのがん
診療拠点病院に緩和ケアチームが整備されたこと
が大きく評価されたものである。しかし，「緩和
ケアと医療環境」と「人的資源」の点では，依然
として上位の国と比較すると不十分であることが
指摘されている。具体的には，がん以外の疾患に
対する緩和ケアが整備されていないこと，病院以
外での緩和ケアが整備されていないこと，緩和ケ
アの専門家の数や認定制度の不充分さがその主な
要因である考えられている。 世界と比較すると，
がん以外の疾患に対して緩和ケアが適切に提供さ
れていないことが，現在の日本の解決すべき課題
として明確になってくる。

がん以外の疾患に対する緩和ケアの課
題と展望】

　がんに対しての緩和ケアとの違いについて考え
てみると，慢性心不全や慢性呼吸器疾患などの臓
器不全では，終末期はがんよりも長い数年の経過
をたどる。また，どの症状増悪や入院が，患者の
死亡に結びつくかを予想することが困難である。
さらに，増悪と寛解および入退院を繰り返し，そ
のたびに徐々に全身状態が悪化することが知られ
ている7）。このような疾患の不確定さを前提とし
て，緩和ケアの提供体制や地域における多職種が
協働できる体制を整備することが重要であるとさ
れている8）。がん以外の疾患の症状に関しては，
がん患者と同様に疼痛をはじめとする多彩な症状
を示すことが知られており9）（表 1），包括的な評
価と対処が必要である。
　日本緩和医療学会代議員に対して行ったがん以
外の疾患の緩和ケアに関する実態調査において
は10），「予後予測が難しい」，「緩和ケアに関する
診療加算が算定できない」，「回復可能な状態かど
うかの判断が難しい」，「終末期かどうかの判断が
難しい」，「症状緩和のための薬物療法で適応外処
方が多い」などの項目で回答が多く，先行研究と
同じような困難感を抱えていることがわかった
（図 2）。
　では，今後，がん以外の疾患に対する緩和ケア

表 1　症状の頻度9）

がん AIDS 心疾患 COPD 腎疾患

疼痛 35 ～ 96% 63 ～ 80% 41 ～ 77% 34 ～ 77% 47 ～ 50%

抑うつ 3 ～ 77% 10 ～ 82% 9 ～ 36% 37 ～ 71% 5 ～ 60%

不安 13 ～ 79% 8 ～ 34% 49% 51 ～ 75% 39 ～ 70%

混迷 6 ～ 93% 30 ～ 65% 18 ～ 32% 18 ～ 33% -

倦怠感 32 ～ 90% 54 ～ 85% 69 ～ 82% 68 ～ 80% 73 ～ 87%

呼吸困難 10 ～ 70% 11 ～ 62% 60 ～ 88% 90 ～ 95% 11 ～ 62%

不眠 9 ～ 69% 74% 36 ～ 48% 55 ～ 65% 31 ～ 71%

嘔気 6 ～ 68% 43 ～ 49% 17 ～ 48% - 30 ～ 43%

便秘 23 ～ 65% 34 ～ 35% 38 ～ 42% 27 ～ 44% 29 ～ 70%

下痢 3 ～ 29% 30 ～ 90% 12% - 21%

食欲不振 30 ～ 92% 51% 21 ～ 41% 34 ～ 67% 25 ～ 64%
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としては，具体的には何が必要となるのだろう
か。筆者は，①アドバンス・ケア・プランニング，
②症状の評価とマネジメント，③専門的緩和ケア
への相談体制の整備，の 3点がまずは優先的な課
題ではないかと考えている。
　まず，アドバンス・ケア・プランニングについ
ては，予後予測，回復可能な状態あるいは終末期
かどうかの判断が難しいと考えられている，がん
以外の疾患ではさらに重要性が増してくると思わ
れる。特に，現場で診療やケアを行っている医療
従事者にとっては，アドバンス・ケア・プランニ
ングをいかに治療期の段階から導入していくかが
重要となってくる。患者・代理決定者（多くの場
合，家族）と医療従事者が意思決定を共有してい
くプロセスが，患者の意向を尊重した医療やケア
を提供するためには必要である。
　次に，症状マネジメントについては，がん領域
で蓄積された緩和ケアの知識や技術を応用してい
くことは可能ではないかと考えている。ただし，
各疾患における標準治療や疾患特異性を理解した
うえで薬物療法・非薬物療法について検討が必要
となる。慢性心不全や慢性閉塞性肺疾患などのガ
イドラインにおいても症状緩和や緩和ケアについ
ての記載はあるものの，国内においては適応外処
方となる薬物療法もある。この問題を解決するた
めには，各疾患における症状に対しての薬物療法
や非薬物療法のエビデンスを蓄積しながら，標準
的な治療戦略を構築していくことが求められる。
　最後に，がん以外の疾患に対しては緩和ケアに
関する診療加算が算定できない行政面の課題があ
るものの，今後は，がんの緩和ケアに従事してき

た医療従事者とがん以外の疾患の診療を行ってい
る医療従事者との協働が必要となってくる。がん
以外の疾患の診療を行っている医療従事者には基
本的な緩和ケアのさらなる教育・啓発が必要であ
り，必要時に緩和ケアの専門家にコンサルテー
ションを行いやすい環境を作っていくことが重要
である。また，がんの緩和ケアに従事してきた医
療従事者もコンサルタントとして，がん以外の疾
患に対しての知識や理解が必要となってくる。今
後は，緩和医療の専門スタッフには，幅広い疾患
に対しての知識が求められる時代が訪れると思わ
れる。今後のわが国の緩和ケアの質を高めるため
には，疾患を限定することなく対応できる，緩和
医療の専門スタッフを教育・育成できるシステム
を構築していくことが必須である。

おわりに

　緩和ケアの対象疾患は，すべての生命の危機に
直面する疾患であり，その専門性は包括的なアセ
スメントをしたうえでの症状マネジメントと，
Good Death and Dying（最期までどのように生を
全うするのかを支える）の達成にある。今後わが
国でも，慢性心不全，慢性腎不全，慢性呼吸不全，
神経・筋疾患，肝硬変など多くの疾患に緩和ケア
が導入され，普及していくことを期待したい。
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